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法第 5 章の保護対象となる情報 

 

１ 個人情報 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれ

る氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別する

ことができることとな るものを含む。）又は個人識別符号が含まれるものを

いう（法第 2 条第 1 項）。  

 

２ 個人識別符号  

「個人識別符号」とは、当該情報単体から特定の個人を識別することができ

るもの として政令で定められた文字、番号、記号その他の符号をいい、これ

に該当するものが含まれる情報は個人情報となる（法第 2 条第 2 項）。 

 

３ 保有個人情報 

「保有個人情報」とは、行政機関等及び法第 58 条第 1 項各号に掲げる法

人の職員（独立行政法人等及び地方独立行政法人にあっては、その役員を含

む。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該行政機関等及び

同項各号に掲げる法人の職員が組織的に利用するものとして、当該行政機関等

及び同項各号に掲げる法人が保有しているもののうち、次の文書（以下「行政

文書等」という。）に記録されているものをいう（法第 60 条第 1 項）。 

 

 (1) 行政文書(行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律

第 42 号。以下「行政機関情報公開法」という。)第 2 条第 2 項に規定

する行政文書をいう。） 

 (2) 法人文書（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 

年法 律第 140 号。以下「独立行政法人等情報公開法」という。)第 2 条

第 2 項に規定 する法人文書（同項第 4 号に掲げるものを含む。）をい

う。） 

 (3) 地方公共団体等行政文書（地方公共団体の機関又は地方独立行政法人の

職員が 職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であっ

て、当該地方公共 団体の機関又は地方独立行政法人の職員が組織的に用

いるものとして、当該地方 公共団体の機関又は地方独立行政法人が保有

しているもの（行政機関情報公開法 第 2 条第 2 項各号に掲げるものに

相当するものとして政令で定めるものを除く。）をいう。） 
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４ 個人情報ファイル 

「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合体であって、①

一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて

検索することができるように体系的に構成したもの（電子計算機処理に係る個

人情報ファイル）又は②一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、

その他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるよう

に体系的に構成したもの（いわ ゆるマニュアル（手作業）処理に係る個人情

報ファイル）をいう（法第 60 条第 2 項）。 

 

５ 要配慮個人情報 

「要配慮個人情報」とは、不当な差別や偏見その他の不利益が生じないよう

にその 取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める次の（1）から

（11）までの記述 等が含まれる個人情報をいう（法第 2 条第 3 項）。 

なお、これらの情報を推知させる情報に過ぎないものは、要配慮個人情報に

は当たらない。 

 (1) 人種 

 (2) 信条 

 (3) 社会的身分 

 (4) 病歴 

 (5) 犯罪の経歴 

 (6) 犯罪により害を被った事実 

 (7) 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の規則で

定める心身の機能の障害があること（政令第 2 条第 1 号）。 

 (8) 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（（9）にお

いて「医 師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期発見の

ための健康診断その他の検査（（9）において「健康診断等」とい

う。）の結果（同条第 2 号） 

 (9) 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理

由として、本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導又

は診療若しくは調 剤が行われたこと（同条第 3 号）。 

 (10) 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の

提起その 他の刑事事件に関する手続が行われたこと（犯罪の経歴を除

く。）（同条第 4 号）。 

 (11) 本人を少年法（昭和 23 年法律第 168 号）第 3 条第 1 項に規定す

る少年又はそ の疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護

処分その他の少年の保護 事件に関する手続が行われたこと（政令第 2 
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条第 5 号）。 

 

６ 条例要配慮個人情報 

条例要配慮個人情報とは、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が保有

する個人情報（要配慮個人情報を除く。）のうち、地域の特性その他の事情に

応じて、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその

取扱いに特に配慮を 要する記述等として当該地方公共団体の条例で定める記

述等が含まれる個人情報をいう（法第 60 条第 5 項）。 

 

７ 仮名加工情報 

「仮名加工情報」とは、個人情報を、法に規定する措置を講じて他の情報と

照合しない限り特定の個人を識別することができないように加工して得られる

個人に関する情報をいう（法第 2 条第 5 項）。 

 

８ 匿名加工情報 

「匿名加工情報」とは、個人情報を個人情報の区分に応じて次のいずれかの

措置を講じて特定の個人を識別することができないように加工して得られる個

人に関する情報であって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別するこ

とができないようにしたものをいう（法第 2 条第 6 項）。 

 (1) 同条第 1 項第 1 号に該当する個人情報については、当該個人情報に

含まれる記 述等の一部を削除すること（当該一部の記述等を復元する

ことのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えること

を含む。）。 

 (2) 同項第 2 号に該当する個人情報については、当該個人情報に含まれる

個人識別 符号の全部を削除すること（当該個人識別符号を復元するこ

とのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを

含む。）。 

 

９ 行政機関等匿名加工情報 

「行政機関等匿名加工情報」とは、次の（1）から（3）までのいずれにも該

当する個人情報ファイルを構成する保有個人情報の全部又は一部を加工して得

られる匿名加工情報をいう（法第 60 条第 3 項）。なお、行政機関等匿名加

工情報は、個人の権利利益の保護に支障がない範囲で保有個人情報を加工する

ものであるところ、次の不開示情報が含まれる場合、これらを加工して提供す

ることは、個人の権利利益以外の保護法益を害するおそれがあるため、当該不

開示情報に該当する部分は加工対象から除外されている。 
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 ・ 行政機関情報公開法第 5 条に規定する不開示情報（同条第 1 号に掲げ

る情報を除き、同条第 2 号ただし書に規定する情報を含む。） 

 ・ 独立行政法人等情報公開法第 5 条に規定する不開示情報（同条第 1 号

に掲げる情報を除き、同条第 2 号ただし書に規定する情報を含む。） 

 ・ 地方公共団体の情報公開条例に規定する不開示情報であって、行政機関

情報公開法第 5 条に規定する不開示情報（同条第 1 号に掲げる情報を除

き、同条第 2 号 ただし書に規定する情報を含む。）に相当するもの 

 

 (1) 法第 75 条第 2 項各号のいずれかに該当するもの又は同条第 3 項の

規定により同条第 1 項に規定する個人情報ファイル簿に掲載しないこ

ととされるものでないこと（法第 60 条第 3 項第 1 号）。 

 (2) 行政機関情報公開法、独立行政法人等情報公開法又は情報公開条例の

規定により、行政機関の長等及び法第 58 条第 1 項各号に掲げる法人

に対し、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録されてい

る行政文書等の開示の請求があったとしたならば、当該行政機関の長等

及び同項各号に掲げる法人が次のいずれかを行うこととなるものである

こと（法第 60 条第 3 項第 2 号）。 

 ① 当該行政文書等に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開

示する旨の決定をすること（同号イ）。 

 ② 行政機関情報公開法、独立行政法人等情報公開法又は情報公開条例

の規定により意見書の提出の機会を与えること（同号ロ）。 

 (3) 行政機関等及び法第 58 条第 1 項各号に掲げる法人の事務及び事業の

適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、法第 116 条第 1 項の基準

に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工して匿名

加工情報を作成することができるものであること（法第 60 条第 3 項

第 3 号）。 

 

 10 行政機関等匿名加工情報ファイル 

「行政機関等匿名加工情報ファイル」とは、行政機関等匿名加工情報を含む

情報の集合物であって、①特定の行政機関等匿名加工情報を電子計算機を用い

て検索することができるように体系的に構成したもの（電子計算機処理に係る

行政機関等匿名加工 情報）又は②その他の方法で特定の行政機関等匿名加工

情報を容易に検索することができるように体系的に構成したものとして、政令

で定めるものをいう（法第 60 条第 4 項）。  
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11 個人関連情報 

「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人情報、仮

名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう（法第 2 条

第 7 項） 

 

 


